




















































































































































































































意思決定前提iiijii識マネジメント環境情報ゴー支援情報 戦略化支援環境 制御情報システム 業務システムフィードバック情報
<戦略ツールとしての情報システム〉
(白石，1996,ｐ、３５）
であろう。彼は，「コスト優位の戦略的価値は，その持続性にかかっている。
企業のコスト優位の源泉が，競争相手にとって模倣困難であるならば，その
コスト優位には持続性がある」（PortCr,1985,ｐ､９７）と述べているが，今日
におけるコスト優位の源泉は一般的には自動化および情報化であり，これら
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は自動化投資，情報化投資を行う資金的余裕さえあれば容易に先進企業を模
倣できる。したがって，現代において競争戦略たりえるのは差別化で，コス
トリーダーシップは競争優位の源泉というよりは，むしろ競争参加の条件と
いった方がよい（Fuller＝O1conoT＝Rawlinson，1993,ｐ８９)。卑見では特に，
時間的差別化（時間的短縮と時間的制約の排除）が重要である。
４外との情報共有
(1)情報と知の組織間共有
「情報」とは「客観的現実のうち価値のあるもの」（白石，1988,ｐ６７）
あるいは「決定にかかわる事実（関連事実)」（Simon，邦訳，1989,ｐｐｌ８‐
19）である。それに対し，次章で取り上げる「知」は「正当化された真なる
信念（justifiedtmebelief)」（紺野・野中，1995,ｐ８９）であり，一般的に
は知識，知恵，ノウハウと呼ばれるものがこれにあたる。企業における代表
的な知には，後に述べるように，「品質管理やプロセス管理におけるベスト
プラクティスに関する知，製品・市場・顧客など販売に関する知，プロジェ
クトや製品開発において学んだ教訓，情報システムの導入に関する知，戦略
や計画の立案に必要な情報，新しい方針やアプローチに関する経緯や経験に
関する記録がある」（Davenport，邦訳，1999,ｐ２９)。
知とは，「情報を分析し，結果を踏まえて洞察したもの」（アーサーアンダー
セン日本法人，1999,ｐ３５)，「情報を分析し昇華（サブリメート）させたも
の」（程・中里，1997,ｐ653）であるという立場に立脚すると，知は情報か
ら生ずるものあるいは情報の上位概念と考えることができる。
ただし前述したDavenport（1999）の例示からもわかるように，知は本質
的重要性を持つ無形資産であり，当該組織の知を入手した外部の者が「機会
主義（opportunitism)」（Williamson，邦訳，1980,pp45-59）的な行動に走
れば，その組織の存続は危うくなる。すなわち基本的には，知は組織内に保
持されるべきものである。したがって，共有化の対象が情報から知にレベル
アップすると，組織間での共有は途端に難しくなる。
それに対し，情報の共有においては，「すべての参加企業がともに利益を
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享受できる『WIN／WIN関係』」（奥井，1999,ｐ２４）が成り立ちうるし，
｢お互いに対等なパートナーとして情報を開示・共有しあい，得られた効果
を分け合う」（奥井，前掲書，ｐ２５）ことも可能である。そこでは，「チャ
ネル・トータル在庫の削減およびそれに伴う施設の集約・共有化」「企業単
位のコスト最小化ではなくチャネル全体・業界全体の経済性の追求」
(Walt＝Gattoma，邦訳，1999,ｐ320）といったことが絵空事ではなく，現
実性をもって議論されうる。
(2)現況と形態
製造部門と他部門，他組織との情報共有は，現実企業では製版（生販）統
合，ＣＩＭ（ComputerlntegratedManufacturmg)，ＳＣＭ（SupplyChainManage-
ment）等の名のもとに取り組まれてきた。※２
このうち，製販統合は「卸売業，小売業などを包含する販売機能（筆者注．
自社販売部門も含まれる）と製造機能の統合化」（花岡，1996a,ｐｌ６）と定
義でき，ＣＩＭは「製品の受注から生産，出荷にいたる業務をコンピュータ
で一貫して行う」（白石，1990,ｐ､５８）ことをさす。一方，サプライチェー
ンとは「顧客・小売業・卸売業・製造業・部品資材サプライヤー等の供給活
動の連鎖構造」（藤野，1998,ｐ５）のことで，そのマネジメントすなわちＳ
ＣＭは「不確定性の高い市場変化にサプライチェーン全体をアジル（機敏）
に対応させ，ダイナミックに最適化を図ること」（藤野，前掲書，ｐ５）を
意味する。
以上の定義を見ればわかるように，これら製版（生販）統合，ＣＩＭ，ＳＣＭ
はいずれも製造部門と外部との情報共有（｢外との情報共有｣）という点では
本質的に同じであるといえる。※３
このような「外との情報共有」においては，共有情報を利用するのは主と
して製造部門であるから，「共有」ではあっても「共用」ではない。そして
製造部門から見た場合，共有のレンジすなわち直接環境化する範囲は広い方
が良い。たとえば，川下方向を考えると，卸売までよりは小売まで，さらに
は最終顧客までを情報共有化の対象とした方が，製造機能にとっては期待さ
れる効果が大きい。すなわち，情報共有においては直接環境化する範囲の拡
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大が，情報の利用主体にとって有利に働く。したがってそれは，それは「拡
張性」「エクステンション志向」を特徴とする営みと言える。
(3)情報システムの役割
製阪統合，ＳＣＭ，ＣＩＭの研究者の中には，製造機能と外部との情報共有
にはネットワークの利用が必要不可欠と考える者もいる。このような立場で
は，情報システム無しの外との情報共有などあり得ないということになる。
※４
筆者は，必ずしもこのような立場を全面的に支持するわけではない。しか
し外との情報共有において，情報システムは小さくない役割を担うと考えら
れる。外との情報共有においては，生産の最適化に必要な情報の流れ（情報
チェーン）を原材料調達から販売まで形成する必要がある。このためには，
つなぎ目のないシームレスな情報システムの構築が不可欠である。したがっ
てここでは，情報システムは基本的に，製造という一つのサブシステムと，
その外部との「ネットワーク化」を担うことが多い。ある研究グループのこ
とばを借りると，外との情報共有化では「その企業のシステムが関連する顧
客やサプライヤーのシステムと連動して初めて特に大きな効果をもたらす」
(Nickles＝Mueller＝Takacs，邦訳，1999,ｐ、329)。実際そのために，「情報
技術を活用した統合的なサプライチェーン・マネジメント・ソリューション
へのニーズが高まってきている」（Richmond＝Bums＝Nuthall，邦訳，1999,
ｐ344)。※５
前述したように，外との情報共有においては，共有情報を利用するのは主
として製造部門であり，「共有」ではあっても「共用」ではなく，情報シス
テムを活用する主体は製造部門である。また製造部門は，今まで無かった新
しい情報，たとえば最新の需要動向，在庫量を得るためにこの種のシステム
を利用するのが一般的であるから，情報システムの働きは「視聴覚神経」的
であることが多い。
また異部門間，異企業間でのシームレスな情報流を確保する必要があるか
ら，重要となるのはネットワーク関連の技術である。ただし，送受信され共
有されるのは文字情報，数値データであるから，後述する「内なる知の共有
－１６３－
金沢大学経済学部論集第20巻第２号2000.3
共用」の場合とは異なり，マルチメディア関連技術の重要性は低い。
後に述べるように，外との情報共有の目的はリードタイムや納品の時間短
縮，在庫・品切れ損失の削減等にあるが，これらの目的を達成するためには，
製造部門が在庫，需要，販売等の最新データをタイムラグなく入手すること
が不可欠である。言い換えれば，情報の利用主体である製造部門にとっては
これらのデータを発生時点で即時に受信することが重要であるから，情報シ
ステムの利用においては「蓄積」よりも「速報性」が重視されることになる。
すなわち製販統合，ＳＣＭ，ＣＩＭといった製造部門と外との情報共有では，
リアルオンタイムでの送受信が基本であり，後に述べる「内なる知の共有共
用」の場合とは対照的にデータベースの重要性は低い。また，情報が入力さ
れ，データが発生すると同時に他企業に，紙に落とされることなく（ペーパー
レスで）送信される必要があるから，電子的なデータ交換ＥＤＩ（Electmnic
DataInterchange）の技術が重要となる。
ネットワーク化の対象が社外に及ぶ場合には，相手企業が自社と同じハー
ド，ＯＳを使っているとは限らないから，TCP/ＩＰなどのプロトコルが重要な
役割を果たす。たとえば，アサヒビールのように自社ホストと取引先ホスト
をTCP/ＩＰによるネットワーク，いわゆるエクストラネットで結び，情報共
有を図っている企業も少なくない（大山・中川，1998,pp22-23)。
このように，外との情報共有で使用されるのはネットワーク特にそのデー
タ交換機能で，技術的にはEDI，プロトコル等が重要な役割を担う。
(4)目的と効果
製造部門と外との情報共有の場合，システム構築の意図，あるいは構築に
よって得られる効果としては，第一にギリギリまでオーダー（生産指示）を
待って欲しいという「販売の論理」と，早くオーダーを締め切って生産計画
をフィックスしたいという「製造の論理」の両立が可能となるということで
ある。たとえば，日本電気（NEC）はＴＳＣと呼ばれる製版統合型システム
によって，製造部門が量販店の在庫，販売動向，イベント予定を人手できる
ようにし，それらを反映した生産計画をコンピュータによって合理的に立て
られるようにした。このシステムにより，市場の動きに連動して，しかも生
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産計画担当者を煩わせることなく，生産体制を組めるようになった。結果と
して同社では，パソコン生産のリードタイムが42日から13日に短縮された
(大山・庵地，1999,ｐ４９)。このように，製造部門と外との情報共有には，
｢製造から受注」という方向で見ると，製造にとりかかる前の予備時間すな
わちリードタイムの短縮という効果がある。
一方，「受注から製造・納品」で見た場合，外との情報共有には，早期納
品化あるいは納品の迅速化という効果があることにある。たとえば，トステ
ム（旧トーヨーサッシ）は自社製造部門と自社物流センター，自社販売部門，
販売店・工務店間の情報共有により，受注から納品までの時間を２～４週間
から，１～２日に短縮した（白石・石田，1995,ｐｌ２３)。モパイル・コンピュー
ティングが高度に活用されている場合，「営業マンは相手企業のオフィスで，
ハンディ・ターミナルで製造部門に打診し，その場で見積もりを出す。そし
て相手がそれで良いということになれば，ハンディ・ターミナルで工場に製
造指示を出す。そのとたん，はるかかなたにある工場のアセンブリ・ライン
では商品の組立が始まる。営業マンが相手企業のオフィスにいながらにして，
製造指示が出せるため，製品の納入が格段に早い」（白石，1990,ｐ､５９)。た
とえば，日本精工はＭＡＧＭＡというこの種のシステムを櫛築し，納品まで
の時間短縮を図っている（白石・石田，1995,ｐｐ,135-136)。
これらはいずれも情報システムによる「時間的短縮の効果」と言って良く，
一種の「差別化戦略」より具体的には「時間的差別化戦略」としてくくって
考えることができる。
第二に，生産と販売のあり方が「作ったものを売る」から「売れるものを
つくる」に根本的に変わるため，製品の在庫費用，品切れ損失（機会損失）
が劇的に削減されるという効果がある。また，原材料の在庫を適正に保つこ
とができる。すなわち製品生産および原材料調達における「量」的な過不足
が解消される。「需要の見込み違いによる過剰生産の結果，売れ残って陳腐
化した製品，および調達しすぎて残った部品の評価損（含み損)」（入江，
1998,ｐ、141）が発生したり，「需要に対応した生産ができずに売上げ機会を
逃してしまう」（入江，前掲醤，ｐｌ４２）という事態もなくなる。たとえば，
コンピュータ・メーカーのデルは，パソコンに関して見込み生産を止め，ネッ
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トワーク経由等で得た顧客からの受注情報に基づいて生産し，フェデラル・
エクスプレスに委託して宅配するという「デル方式（デルモデル)」によっ
て製品在庫を解消し，原材料在庫を最小限にした。
第三に，生産を見込み生産から，注文仕様に応じて組み立てを行う受注仕
様組み立てに変更することができる。そして，「多様な製品とオプションの
組み合わせを選択可能とし，顧客からこれらの選択による注文を受け，受注
仕様に従って製品を組み立て納入する」（入江，1998,ppl47-148）ことに
より，顧客の個別ニーズを充足する製品提供が可能となる。たとえば，顧客
ニーズの多様化を受けて，自動車メーカーの中には製販統合システムと
FＭＳ（FlexibleManufacturingSystem）により，オーダーメードに近い生産
体制をとる企業が出てきている（白石，1996,ｐ４５)。トヨタの場合，エン
ジン型式・排気量，アクセサリー，ボディの形・色などのスペック，様々な
オプションで区別すると，同じタイプの車を年間に10台も生産しない体制に
なっている（隈部，1991,ｐ４)。
第四に，顧客ニーズを製品開発にフィードバックすることにより，製品の
質的向上が可能となるというメリットがある。たとえば，花王のエコーシス
テムは，１日あたり160件から180件，年間では約４万件になる消費者からの
苦情・相談をデーターベース化し，新製品開発にフィードバックしている
(花岡，1996b,ｐ､８５)。
(5)課題と障害
川下方向の統合，特に消費財産業の製販統合については，販売網が自社の
系列下にある場合を除き，小売業の協力が得られるかどうかという問題があ
る。小売業側が求めている売れ筋情報，新製品情報といった情報は必ずしも
製版統合型システムによってもたらされるわけではない。たとえばコンビニ
エンス・ストアやスーパーは売れ筋情報を各商品のメーカーから得ているわ
けではなく，全国の自社チェーン店（POSレジ）からの情報が集計管理され
ている自社販売管理部門から得ている。新製品情報については，現在，イン
ターネットのホームページに記載される代表的なコンテンツになっている。
同様に，川上側との直接連結においても原材料供給業者が協力してくれる
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かどうかという問題がある。原材料在庫の適正化により恩恵を受けるのはメー
カー側であり，納入業者の売上はＣＩＭやＳＣＭによりむしろ減少する可能
性がある。
このように，情報の利用主体がメーカー特にその製造部門であり，情報の
｢共有」ではあっても「共用」ではないという点が，この種のシステム構築
の障害となる可能性がある。
また，製造部門と外部との情報共有においては，「製品を作れば後は営業
が売ってくれるという工場現場の意識を変える必要」（入江，1998,ｐｌ５９）
がある。「従来の見込み生産では，工場が主体的に工場の稼動率を勘案して
生産日程計画を作り，実行してきた」が，この種のシステムを機能させるた
めには，「注文に俊敏に対応して生産する」体制（入江，前掲書，ｐｌ５９）
や需要の変動に対応して生産計画を即座に変更できるアジルな生産システム
の事前構築が前提条件となる。
５内なる知の共有共用
(1)知とその創造
ここでいう「知」とは，４章１節で述べたように「情報を分析し，結果を
踏まえて洞察したもの」「情報を分析し昇華させたもの」をさす。このよう
な「知」は「暗黙知」と「形式知」からなっている。暗黙知は「人間の脳の
どこかに埋め込まれていて簡単には表現できない類の知」であり，形式知は
｢容易にコード化（表現）できる知」である（Davenport，邦訳，1999,ｐ,２８)。
野中（1996)，野中・佐々木（1996)，野中・竹内（1996）は，知識創造に
おける暗黙知と形式知の相互補完・循環関係の重要性を指摘している。彼ら
によると，この二つの知がダイナミックに循環すればするほど豊かな知が創
造される可能性が高い。そしてこのような暗黙知と形式知の相互補完・循環
関係は「知識変換」という概念で捉えることができ，これには四つの形態が
ある。第一のモードは暗黙知から暗黙知を創造する「共同化」（socializa-
tion)，第二のモードは形式知から形式知を創造する「連結化」（combination)，
第三のモードは暗黙知から形式知を創造する「表出化」（extemalization)，第
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四のモードは形式知から暗黙知を創造する「内面化」（intemalization）であ
る。四つのモードは独立的に行われるのではなく，スパイラルに作用し合う
ことによって知の増幅をもたらす（野中，1996,ｐｐ７７－７８；野中・佐々木，
1996,ｐ､３２；野中・竹内，1996,pp91-lO9)。
また組織における知の創造と伝播の過程を，販売，生産，企画など様々な
企業活動を通じて情報を人手する「インプット｣，必要な情報を抽出したり
知に最新情報を付加する「キャプチャ｣，抽出情報を加工・分析する「パッ
ケージング｣，加工・分析した情報を知のレベルまで昇華する「サプリメー
ト｣，得られた知を社内に普及する「ディセミネート」からなるプロセスと
して捉える研究者もいる（程，1997,pp242-243；程･中里，1997,ｐ､653)。社
内に普及した知がキャプチャの段階にフィードバックされることもあるし，
このような創造伝播の循環から新商品・新サービスの開発，業務の高度化と
いったアウトプットが生まれる場合もある。
組織的な知の創造に関し，組織メンバーの相互作用による暗黙知の共有を
重視する研究者も多い。一例をあげると一條（1998）は，「暗黙知は個人的
で対象からは切り離してとらえることはできない。だから暗黙知は語られに
くい。したがって暗黙知を把握するためには，互いの経験を尊重し，相手の
立場に立ってお互いの経験を共有しあうような個人同士の相互作用が前提と
なる」（p、153）としている。また原田（1999）は，「特定の組織メンバーが
情報・知識のやりとりの中で決定的に重要な役割を果たしており，かれらを
中心としたコミュニケーション・ネットワークのマネジメントこそが技術革
新を組織内で促進するための主要な考慮要因となる」（p、ｉ）と指摘し，こ
のようなメンバーを「トランスフォーマー」（pp36-42）と呼んでいる。一
方，青島・延岡（1997）は，組織における「知識創出の場」「知識が移転・
蓄積されていく継続的な組織学習活動の結節点」として「新製品開発プロジェ
クト」を重視している（ｐ２３)。
(2)現況と形態
企業内あるいは製造関連部門内の「知」の共有および共用は，ＣＥ
(ConcurrentEngineering)，知的生産性の向上，ナレッジマネジメント（ＫＭ）
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等の名が付けられて進められてきた。このうちＣＥは「同期設計」（古川･花
岡，1996,pl47)，ナレッジマネジメントは「知を管理すること(知の管理)」
（Davcnport,邦訳，1999,ｐ27)と訳され，知的生産性の向上は「知的な作業
を行う人が仕事のアウトプットを向上させること」（小林，1996,ｐ271)と定
義づけられる。しかしその本質は企業内，製造関連部門内の知の共有共用と
いう点で同じである。共有し共用されるのは，客観的現実のうち価値のある
ものという意味での「情報」のみならず，組織メンバーが創造し蓄積してき
た知識・ノウハウ，知恵といった「知」である場合も多い。少なくとも近年
は，後者すなわち「知」の重要性が認識され，その共有共用にシステム運用
の重点が置かれている感が強い。
内なる「情報」の共有共用については，これまで多くの企業で取り組まれ
てきた。たとえば，社内の各部門，各人に点在する顧客情報を統合的に管理
し，担当者が変わっても以前と同じように顧客への対応・商談を進められる
ようにするＣＲＭ（CustomerRelationshipManagement）はその代表例である。
本稿がここでとり上げているのは，そのような内なる「情報」の共有共用で
はなく，内なる「知」の共有共用である。たとえば富士ゼロックスは，「誰
もが持っている情報では何の競争力も生まない。その企業に固有の知をどう
やって製品やサービスに埋め込んでお客様に提供するかが，勝敗を分ける」
という視点で情報化に取り組んでいる（坂本，1999,ｐｌ６）。経営の効率化
という点では，「内なる情報共有共用」の効果は限定的であるが，このよう
な「内なる知の共有共用」は前章でとりあげた「外との情報共有」に比肩す
るインパクトを持っていると考えられる。
それでは，企業において実際に共有し共用される知には，どのようなもの
があるのだろうか。ある研究者は共有し共用される代表的な知として，「品
質管理やプロセス管理におけるベストプラクティスに関する知，製品・市場・
顧客など販売に関する知，プロジェクトや製品開発において学んだ教訓，情
報システムの導入に関する知，戦略や計画の立案に必要な情報，新しい方針
やアプローチに関する経緯や経験に関する記録」（Davenport，邦訳，1999,
p,２９）をあげている。
このような「知」には機密性を備えたものも多いから，ＣＥ，知的生産性
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の向上，ナレッジマネジメントといった活動は，必然的に活動の「範囲」を
固定した上で行われる。多くの場合，その範囲とは一つの組織，典型的には
企業あるいは部門であり，これらは最初に決められると変更されることはま
ずない。
複数の組織間での「知」の共有には，４章１節で述べた「機会主義」の問
題がある。「知」の共有による大規模な知的触発が起こる可能性もあるが，
ある組織が利己的に成果を得ようとしたり，あるいは成果が偶然一つの組織
に集中することもある。また，機密性を備えたある組織の「知」を入手した
他の組織が，当該組織の存続を危うくするような行為に出るというリスクも
ある。そして通常は，知的触発の効果よりもこのような機会主義によるリス
クの方が大きく評価される。したがって，情報の共有とは対照的に，知の共
有共用が複数の組織間で行われることは稀である。言い換えれば，知の共有
共用という活動は，外部に対しては閉鎖的なものとなる傾向がある。端的に
言えば，これらの活動は「閉鎖性」「クローズ志向」を特徴とした「内なる」
営みであるといえる。本稿がここで取り上げているような活動に「内なる」
知の共有共用と名付けているのは，このような理由による。
(3)情報システムの役割
一條（1998）によると，「どのような組織的な知識も最初は個人の経験と
そこから生み出された知識に基づく。この個人的な知識が組織の知識に発展
するかどうかは，組織のメンバーが他者の経験を知らないからといってはね
つけることなくそれに関心を示し，それを他者の文脈で理解し，そのうえで
自らの文脈を再吟味し，他者と自らの間に新たな文脈を築きあげそのなかで
新たな共感の『場』を築き上げることが必要である」（ppl53-154)。また
野中（1996）は，「個人は，自然との共感や日常的な社会生活を通じて自分
の知識を豊かにしていく。組織は，個人の知識創造を支援する状況ないし文
脈を演出し，提供することができる」（p､３２）としている。
一般に，小グループでは「知識変換」につながるフェイストゥフェイスの
コミュニケーションが継続的に成立しているが，大規模組織ではそれが成立
していない。したがって大規模組織では，意識的に共感の「場」を構築し，
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｢状況ないし文脈」を演出・提供する必要がある。大規模組織では「時間や
場所の制約を打ち破り，誰もがいつでもどこからでも企業ナレッジにアクセ
スし活用できる仕組みをいかに作り上げるかが，厳しい競争の中で勝ち残る
条件」（程・中里，1997,ｐ651）と指摘する研究グループさえある。このよ
うな「場」「仕組み」の構築，「状況ないし文脈」の提供・演出において情報
システムが果たす役割は大きいと考えられる。
実際，大規模組織において，情報システムを利用したコミュニケーション
なしに，知識変換が組織全体に渡る形で行われるとは考えにくい。情報シス
テムによるコミュニケーションがなくとも，組織の各部で局所的に知識変換
あるいは知的触発が起こるかもしれないが，非同期で分散している個人間に
はそれが起こらないために，知的触発の規模や頻度は限定的となる。「ナレッ
ジマネジメントは，グループウェアやモバイル機器を使わない実践も可能な
ので，情報技術を活用する必要は必ずしもない。だが，その場合，情報技術
のもつメリットを活かすことができないことになる」（アーサーアンダーセ
ン日本法人，1999,ｐ２６)。このことは，特に大規模組織においては重大な
意味を持つ。
すなわち大規模組織では，「ナレッジマネジメント（ＫＭ）を実践する上
で，情報技術の活用は重要なポイントになる。例えばグループウェアや文書
検索システムを使って，業務報告書や営業の提案資料などの情報を共有すれ
ば，全社員に対して優秀な社員が持つノウハウに触れる機会を与えることに
なる。もちろん，これだけで単純に新しい知恵が創造されるわけではないが，
そのために必要な土台と言えるだろう」（大山・安倍・三田・中山，1999,ｐ
38)。
以上のように，情報技術あるいはその有機的総合である情報システムの利
用は，大規模組織における組織的知識創造には不可欠であると考えられる。
この場合，「情報技術の活用により得られるメリットは，コミュニケーショ
ンや．ラポレーションという視点で考えると，時間と空間を超えて，相互に
コミュニケーションが可能であり，また，ナレッジも大量に蓄積し活用でき
るようになることである。そして，このメリットを企業経営に応用していこ
うとする姿勢が，ナレッジマネジメント導入の原点である」（アーサーアン
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ダーセン日本法人，1999,ｐ２６）と言える。実際，「すでに欧米企業では，
基幹系システム以外に，さまざまな情報を蓄積し分析や意思決定を支援する
情報系システムと，そこから得られる示唆や過去のノウハウを利用する仕組
みの優劣によって競争の勝敗が左右される段階に突入している」（程・中里，
1997,ｐ,652)。※６
内なる知の共有共用の場合，基本的には情報システムは，企業というシス
テム内部あるいは製造に関連するいくつかのサブシステム内部における「知」
の有機的活用の促進を志向したものとなる。すなわちここでは情報システム
を利用して，「今ある知」を有機的に結合したり，これに触発されることに
より，より価値の高い「知」が生み出される。そういう意味では，ここにお
ける情報システムの働きは「全身神経的」である。
それでは，内なる知の共有共用において特に重要な情報技術，情報システ
ムとはどのようなものだろう。端的にいえば，大規模組織では「非同期・分
散」の克服，すなわち異時点あるいは異なる場所にいる個人間に知的触発を
起こすことが課題となる。
前述したように，大規模組織において組織全体に渡る形で知的触発を促進
するためには，ネットワーク化された情報システムとそれが提供するコミュ
ニケーション機能が必要であろう。すなわち，「グループの規模が小さくて
日常のコミュニケーションに支障がなければ，コンピュータネットワークは
必ずしも必要条件ではない。しかし，組織の生産性向上というレベルになる
と幾つもの機能の異なるグループが時間や空間を越えてコミュニケーション
する必要が生じるためコンピュータネットワークなしではもはや何事もなし
えない」（小林，1996,ｐ､275)。また，ネットワーク化により「『起こり得る』
(可能態としての）コミュニケーションは多様に」なるが，「誰から誰へアク
セスするかが多様になるということは，簡単に言えば組織における他の成員
との出会いの（そしてコミュニケーションを継続する）チャンスが増えると
いうことである。（中略）より多数の広い範囲に当たれば，各成員が現在コ
ミュニケーションしているよりもより適当な相手（あるいはそれに付随する
情報や知識）が得られる可能性が高まる」（福留，1997,ｐ３９)。※７
また異なる場所に存在する個人，すなわち分散した情報発信者間に知的触
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発が起こるためには，「時間と空間の壁を越えて，一つのテーブルを囲んで
話し合う感覚を再現できることがポイントとなる」（松下，1994,ｐ316)。
そして，「そのためには，マルチメディアを扱ううえで重要となる臨場感を
出すための技術がその基盤となる」（松下，前掲書，ｐ､316)。知的触発にお
いて，このような臨場感のあるマルチメディア型システムが重要なのは，そ
れが桑田（1995）のいう「多義性の除去」（p､７０）に貢献するからだと考え
られる。※８
このようなネットワークとそのコミュニケーション機能，特にマルチメディ
ア化されたコミュニケーション機能の効果は，端的には「分散」の克服，す
なわち地理的に分散した個人間に知的触発を引き起こすという効果である。
一方，「非同期」を克服する，すなわち異時点に存在する個人間に知的触
発を引き起こす上で有効なのは，データベースであると考えられる。そして，
前述したマルチメディア化のメリットは，データベースに関してもあてはま
る。実際，一部の企業は，文字情報データベースによる知的生産性向上の効
果が限定的であることを認め，データベースのマルチメディア化を図ってい
る（白石，1997,ｐｌＯ１)。
他方で，知の共有共用における「主体的発信」の重要性を指摘し，グルー
プウェア，特にそのワークフロー機能の効果を指摘する研究者もいる。すな
わち，「基本的に情報共有の本質は能動的なもので，利用者がその情報をと
りにいかなければ，いくら共有されていても絵に描いた餅のようなものだ。
たとえば，なんらかの企画を上司と経理部門とに承認を求めたい場合，その
企画書を掲示板に貼り出しても，上司と経理担当が必ず掲示板を見てくれる
とは限らない。ワークフローの場合は，まず上司に直接その情報を送り付け
る。上司はその内容を承認した後，経理担当にその内容の了承を求めて情報
を流す。つまり回覧版的に情報を流すことである。ワークフローは，そういっ
た稟議書や決裁の処理，グループ内での確認行為付き情報共有に最適な機能
として注目を集めている（NTTイントラネヅト研究会，1997,ｐ､６１）。深慮
を欠いた機械的かつ一方的な情報発信は，一歩間違えば無用データの洪水と
なり弊害が大きい。そのようないわばデータのシャワーは意思決定者にとり
圧力や疲労の原因となり，知的創造をむしろ妨げ，組織の知的生産性を低下
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させることになる（加藤，1972,ｐ､４６；加藤，1985,ｐｐ､18-22；山崎，1986,
ppl5-16；福留，1997,ｐ､３９)。しかし，発信するコンテンツが確認・決裁
の必要な情報あるいは受信者に必要な「知」であるならば，「グループウェ
アは，非定型情報の共有とコミュニケーション機能によりホワイトカラー層
の生産性の向上をもたらす」（NTTイントラネット研究会，前掲書，ｐ６２)。
※９
以上のように，内なる知の共有共用において，特に重要な役割を果たすと
考えられる情報技術は，マルチメディア化されたコミュニケーション機能と
データベース，グループウェアである。
先にも述べたように，知の共有共用は，他人の知，過去から受け継いでき
た知的資産をそのまま活用するのではなく，それらを有機的に結合あるいは
加工して，より価値の高い新しい知を生む活動である。したがって知のデー
タベースを構築する際には，それ以前に知的業務のコンピュータ化，たとえ
ば設計のコンピュータ化（CAD化）が行われている必要がある。裏を返せ
ば，知的業務のコンピュータ化が進んでいれば，知の共有共用は技術的には
容易であり，重要なのは「共有し，共用する」という意思決定とコンセンサ
スということになる。
(4)目的と効果
このような内なる知の共有共用において期待されるのは，第一に，無の状
態から始めた場合に比べ，他人のノウハウ，過去の知的蓄積を参考にするこ
とにより知的生産が促進されるという知的触発（思考支援）の効果がある。
この効果は見た目には，一定の知的アウトプットが産み出される時間の短縮
という形で現れる。そしてこれには，データベースに蓄積された知に触れる
ことにより起こる場合と，マルチメディア型コミュニケーションによって起
こる場合がある。たとえば，富士通ビジネスシステムは,｢3800人の社員の中
から，流通業，製造業，医療，公共など13分野で誰もが認める『プロ中のプ
ロ』である91人を，職種と勤務地の壁を超えて，イントラネット上のＷｅｂ
組織に配属」した（安倍，1998,ｐ、141)。これにより，一般社員は多様な
「知恵の結晶」にアクセスできるようになり，提案書作成などの知的業務が
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効率化した。これは前者の例である。また学習研究社はイントラネット上の
電子会議システム「学研マルチメディアフォーラム」により，「出版企画」
等に関する知的生産性向上に努めているが，これは後者の例である（NTTイ
ントラネット研究会，1997,pp92-99)。
第二に，知を共有化することにより，多数の人が同一の知的業務に，同時
にあるいはリレー式に参加できるようになる。すなわち個別に行われていた
知的業務が共同作業化される場合がある。このことにより，知的業務の生産
性が向上する。これらは製品開発を始めとする知的業務，知的生産において，
第一の「知的触発（思考支援)」同様，スピードアップすなわち「時間的短
縮」をもたらす。たとえば本田技研は比較的早期（1980年代初期）に，コン
カレントエンジニアリングを導入し，日本と海外拠点との間でノウハウ，ツー
ルを共有して開発業務を同期化した。このことは設計，クレイモデルの製作
から金型製作までの製造リードタイム短縮につながった（古川・花岡，
1996,ppl46-147)。また日本ＩＢＭのコンカレントも一部で注目されている
(本田技研は日米欧亜４極，日本ＩＢＭは日米欧３極の同期設計)。
第三に，第二の知的業務における生産性向上およびシステム化，知のデー
タベース化により，知的業務における要員削減が可能になる。すなわち「こ
れまで人手に頼っていた業務も可能な限りシステムが代替するように」（川
上，1999,pl80）なる。一例をあげると，横河電機では「従来は本社内に仕
様をチェックするベテランの専門家が10人ほどいて，個別の受注内容をつぶ
さに検証していた。（中略）横河は仕様チェックのノウハウを厳密にルール
化して，システム（RAINBOWSystem）に組み込んだ」（川上，前掲書，P
l80)。このことにより，横河は仕様チェックの合理化と人員削減に成功した。
第四に，製品開発を始めとする知的業務において複数の人の知識，ノウハ
ウが複合されることにより成果（生産物）の質的向上が見込まれる。また，
知的生産活動に経験・ノウハウの蓄積といった過去からの組織学習成果が反
映され，知的生産物の質が向上することもありうる。たとえば，プライスウォー
ターハウスは，「顧客のグローバル化に伴って，効果的なコンサルティング
サービスを提供するためには，各国の事務所が協力する必要性が高まった」
(佐藤，1996,pp543-545）ことを背景に，グループウェアによる知の共有
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共用を始めた。このことにより，顧客に対してより適切かつ有益なソリュー
ションを提供できるようになった。すなわちソリューションという知的アウ
トプットが質的に向上した。
表１外との情報共有，内なる知の共有共用の比較
(5)課題と障害
他方では，知的資産の共有共用には，いくつかの障害がある。
第一に，自分の知的資産を開示することへのためらい，抵抗が考えられる。
たとえば登録する際に，「せっかく苦労してつくったのに…」「自分も苦労し
たのだから，他のみんなも…」という感情がわくことが考えられる。知の共
有による知的業務の効率化には，過去の社員の苦労や努力を土台に成り立つ
という性格がある。知の共有化が始まった時期に在籍していた組織メンバー
は，ノウハウや知識の登録を行うばかりで，他のメンバーのノウハウを利用
－１７６－
外との情報共有 内なる知の共有共用
範囲・対象
具体的活動
情報システムの機能
重要な情報技術
期待される効果
課題と障害
拡張的，エクステンション志向
製版統合，ＣＩＭ，ＳＣＭ
視聴覚神経的
ネットワーク（データ交換）
EDI，プロトコル
販売と生産の論理の両立
リードタイムと納品の時間短縮
在庫費用と品切れ損失の削減
ニーズに対応した生産
ニーズを反映した新製品開発
小売業の協力が必要
仕入先の協力が必要
アジルな生産体制の事Tiii櫛築
閉鎖的，クローズ志向
CE，ナレッジマネジメント
知的生産性向上
全身神経的
ネットワーク(コミュニケーション）
マルチメディア
グループウェア
思考支擾
データベース，
知的業務の時間短縮
知的業務における要員削減
知的生産物の質的向上
知的業務への組織学習成果反映
知的資産開示へのためらい
他人の知的資産への不信感
自負心，自己充足欲求との矛盾
情報と知のマネジメント（白石）
することができない。知の共有が進む後世のメンバーほど知の共有化による
恩恵が大きくなる。このような不公平に対し「自分も苦労したのだから同僚
や後輩達も同じように苦労すべき」「ノウハウは教えてもらうのではなく，
見て覚える（盗む）もの」という感情を組織メンバーが持つ場合が考えられ
る。あるいは「後々のことを考えると，苦労した方が彼らのために良い」と
いう親心から，自分のノウハウ開示に抵抗する者もいるかもしれない。
第二に，利用側が「本当に信頼して使っていいのか」というような他人の
知的資産への不信感を持つ場合がある。第三に，これも利用側の心理的障害
として，プライド，自己充足欲求からの抵抗が考えられる。たとえば，「人
のマネをするなら，最初から自分でつくりたい」というような感情である。
むすび
本稿では，外との情報共有，内なる知の共有共用について述べてきた。あ
わせて，それらの活動における情報システムの重要性に言及したが，たとえ
最新のものであっても情報システムや情報技術を盲目的に信奉することは危
険であろう。これらを導入すれば情報や知のマネジメントが首尾良〈行われ
るかというと，当然のことながら，必ずそのようになるという蓋然性はない。
すなわち情報システム，情報技術の導入は，これらの活動による大きな成果
を保証するものではない。「情報技術を導入して効果を上げるには，もとも
との経営システム，そしてその基盤としての組織のコミュニケーション体系
の優れた特性ｶｺﾞものを言う」（森田，1995,ｐ,１６）と指摘する研究者もいる。
また，外との情報共有における「人」と「組織」の重要性を指摘する研究
グループもある。すなわち，「，情報技術単独では，事業収益を得ることは不
可能である。特異なケースを除けば，サプライチェーン・ツールの導入で成
功するには大きな変化が必要となる。技術それ自体は，企業に求められる
『画期的な飛曜』を伴う改革は提供できない。なぜなら，新しい技術は，新
しい，もしくは改善された業務プロセスと新しい職務を遂行するための正し
いスキルとモチベーションが揃って初めて意味を持つからである。ゆえに，
新しい1丁ソリューションの導入にあたり，いかに業務やプロセスが変化し
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たか’また，サプライチェーン・アプリケーションが提供する新しいケイパ
ビリティを有効に活用すべく，いかに組織や人が変化したかといったことに
こそ注意が払われなければならない」（Richmond＝Ｂｕｍｓ＝Nuthall，邦訳，
1999,ｐ354)。
一方，ある研究グループは，内なる知の共有共用における情報技術の無差
別的利用に，「『まず情報技術ありき』といったアプローチではなく，自社
のナレッジマネジメントを実践するには，どのような情報技術が最適か，と
いう視点が極めて重要である」（アーサーアンダーセン日本法人，1999,ｐ
28）と警鐘を鳴らしている。
このように，,情報と知のマネジメントにおいては，そのマネジメントに適
合的な情報技術を選択することが重要であるといえる。そして，そのために
はマネジメントの方向性を明確にしておく必要があろう。いささか言い古さ
れたコンサルタント的な結論となってしまうが，ポリシーなき情報化はかえっ
て組織の知的生産性を損なう危険性があると考えられる。すなわち，「用意
周到な計画とどのような活用をするかの見極めなしに（`情報技術を）導入す
るとかえって生産性をそこなう結果になってしまう」（佐藤，1996,ｐ548)。
また情報と知のマネジメントにおいては，業務プロセスと組織の変革が，情
報技術の導入に先行もしくは並行することが求められよう。
脚注
※１ただし製造業においては，支援１W報の提供は顧客の囲い込みにつながることは
あっても，直接的に収益に結びつくことは少ないだろう。
※２製阪統合型ネットワークの代表的な形態としてＣＡＬＳ（ContinuousAcquisition
aJ1dLiIbcycleSupport，あるいはCommerseatLightSpeed）もあげられるが，こ
れは個別企業の悩報システムというよりも，むしろ産業全体をカバーする「イン
フラ」と考えられる。
※３三者の違いを敢えてあげるならば以下のようになろう。すなわち，製版統合は
メーカーと流通業の統合，－企業内における製造部門と販売部門の統合というよ
うに，製造部門から見て川下企業（部門）との情報共有を図る動きである。その
過程で，川上との情報共有が実現する場合もあるが，ネットワーク化の重点は川
下との直接連結にある。ＣＩＭは製造部門から見て川下，川上両側を統合する動き
であるが，実際の事例を見ると－企業内の動きであることが多い。直販が主体の
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生産財メーカーにおいては川下として重要なのが自社販売部門と顧客であるが，
顧客が少数で日頃からフェイストゥフェイスの関係が保たれているために，情報
共有化の対象が自社販売部門となる傾向がある。このような一企業内の情報共有
システムがＣＩＭと称されることが多い。ＳＣＭはメーカーから見て川下，川上両
方向をネットワーク化する動きであり，これが一企業内部における製造部門と販
売部門，調達部門のネットワーク化をさすことはない。ただし，ＳＣＭにおいて
も摘報共有の主体は，メーカーの「製造部門」である。消費財産業においては，
自社販売部門よりも流通小売業，顧客との情報共有が重要であるため，ネットワー
ク化の対象が社外にまで及ぶ。このように社外にまで広がり，製品ライフサイク
ル全体にわたるシームレスな統合情報システムをＳＣＭと呼ぶことが多い。社内
の統合１W報システムか，社外に及ぶ統合悩報システムかという違いは，メーカー
から顧客に商品が辿り着く際の流通経路の違いによる。すなわち三者とも製造部
門とその外部との情報共有という点では一致しており，本質的には実は同じであ
ると言える。
※４たとえば，このような立場では，サプライチェーン・マネジメントの定義は
「部品供給業者から製造会社，卸，小売に至るまでのサプライチェーン全体をネッ
トワークで結び，生産や在庫，販売，物流などすべての情報をリアルタイムに共
有することで，チェーン全体で効率を飛踊的に高める手法」（大山・中川，1998,
ｐｐ８－１０）であり，ＳＣＭの定義自体に「ネットワーク」の利用という概念が入っ
てくる。また彼らの立場では，ＳＣＭは「顧客満足度を向上させ，しかも経営効
率が大幅にアップする新たな情報戦略」（大山・中川，前掲書，ｐＰ８－１０）となる。
※５前述したように，生産財メーカーの情報化ではネットワーク化の対象となる
「外部｣(製造部門から見て〕は多くの場合自社販売部門であり，消費財メーカーに
おける「外部」は卸・問屋・ディーラー・小売店等の流通業，最終顧客となる傾
向が強い。いずれの業界でも，最終顧客は直接環境化の対象として重要であるが，
生産財メーカーではフェイストゥフェイスの関係により定常的にこれが実現して
いることが多い。このため，最終顧客の「直接環境化」が重視され，さらには
「囲い込み」の意図がある場合でも，ネットワーク化の対象が最終顧客にまで及
ぶことは少ない。
※６現時点では，内なる知の共有共用において情報システムが大きな役割を果たす
ということに言及していない研究が多い。たとえば本文で紹介した野中（1996)，
野中・佐々木（1996)，野中・竹内（1996)，原田（1999)，一條（1998)，青島・
延岡（1997）でも，情報システムの重要性に関する指摘は残念ながらなされてい
ない。
※７本文で引用した箇所は，福留（1997）では「グループウェア」の期待効果に関
する従来の一般的議論として言及されているが，むしろ「ネットワーク」あるい
はグループウェアの「コミュニケーション機能」の効果と見るのが適当であろう。
／
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「コミュニケーション機能」と対比されるグループウェアの「ワークフロー機能」
の効果については，後に言及する。
※８多義性とは「状況について多様で矛盾した解釈が存在すること」（桑田，1995,
ｐ６９）を意味する。そして，多義性の除去とは「多様な意味解釈が可能な状況
を，その主体にとって意味のある『現実』に変換すること」（桑田，前掲書，ｐ、
７０）を意味する。
※９近年におけるグループウェアの発達は，組織論と情報システム論による共同の
産物と言えるだろう。すなわち，「組織論と情報技術分野の融合は，1980年代半
ばから急速に進んでいった。そして，社内のコミュニケーションや．ラポレーショ
ンを効果的に行うツールとして，グループウェアの研究開発が進展した」（アー
サーアンダーセン日本法人，1999,ｐ､２６)。
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